
基本計画項目 該当施策 実施状況
平成21年度

予算額（千円）
平成22年度

予算額（千円）
担当

14,898千円 文科

○新学習指導要領の円滑かつ確実な実施
学校における情報教育については、平成２１年度より一部
先行実施される小中学校の学習指導要領において、各教科
等における指導の中で、「コンピュータや情報通信ネットワー
クなどの情報手段を適切に活用できるようにするための学
習活動を充実する」、「情報モラルを身に付け」ることなどを
明記し、その充実を図ることから、新学習指導要領の円滑
かつ確実な実施に向けた取組みを実施する。
○高等学校については、平成２２年度からの新学習指導要
領の先行実施に向けて、解説書や手引きの作成など必要な
作業を進める。

はじめに

第２　教育及び啓発活動の推進に係る施策に関する事項
１．学校における教育・啓発の推進
　（１）情報モラル教育等の推進
全ての小中高等学
校等において、そ
の発達段階に応じ
た、情報通信技術
の活用指導及び情
報モラル教育を実
施

○小学校学習指導要領では、「総則」に「コンピュータ
で文字を入力するなどの基本的な操作を身に付け
る」ことや「情報モラルを身に付け」ることが新たに明
記された。また、中学校学習指導要領では、「総則」
において、コンピュータや情報通信ネットワークを「適
切かつ主体的に、積極的に活用できるようにする」こ
とや「情報モラルを身に付け」ることが新たに明記さ
れるとともに、技術・家庭科における情報に関する内
容も深化・拡充された。さらに、高等学校学習指導要
領においても、「総則」において、「適切かつ実践的、
主体的に活用できるようにする」ことや「情報モラルを
身に付ける」ことが新たに明記された。また、必履修
科目である普通教科「情報」においては、これまで「情
報A」「情報B」「情報C」の３科目構成となっていたもの
が、共通教科「情報」として「社会と情報」「情報の科
学」の２科目構成に改訂された（選択必履修）。この
中で、情報モラル教育については、これまで、指導す
る際に機会を捉えて情報モラルにも触れる、学習内
容を取り扱う際の配慮的事項としていたものを、新学
習指導要領では、指導内容として位置づけた。
○高等学校向け「教育の情報化に関する手引」につ
いては、今年度中にとりまとめ、公表する予定（小学
校・中学校・特別支援学校分は、平成21年3月に公表
済み。）。
○新学習指導要領における情報モラル教育をはじめ
とした教育の情報化が円滑かつ確実に実施されるよ
う、教員の指導をはじめ学校・教育委員会の具体的
な取組の参考となる「教育の情報化に関する手引」に
ついて、新たに高等学校分を追記するための検討を
行った（小学校・中学校・特別支援学校分は、平成21
年3月に公表済み。）。

青少年インターネット環境整備基本計画フォローアップ結果（平成21年度）

第１　基本的方針
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基本計画項目 該当施策 実施状況
平成21年度

予算額（千円）
平成22年度

予算額（千円）
担当

専門家の派遣によ
り指導モデルの確
立を図り、指導主
事等に対する研修
などを実施すること
などにより教員の
指導力の底上げを
図る

○学校における情報モラル教育の推進
学校における情報モラル教育を一層推進するため、
・情報モラル専門員を地域に派遣し、指導主事及び教員と
連携した情報モラル指導のモデルの確立
・指導主事等を対象とした情報モラル教育の研修を実施し、
教員の指導力の底上げ
に取り組む。

学校における情報モラル教育の一層の推進を
図るため、地域に専門家を派遣する事業や、教
員等に対し情報モラルに関する専門的な研修を
実施した。

69,937千円 文科

啓発資料の作成・
提供 指導教材の改善については、情報モラル教育ポータルサイ

トの開設や指導事例のとりまとめ等、最近の取組を踏まえ、
民間における活動に対する支援策の在り方を2009年度中に
検討する。

平成21年２月に設立された安心ネットづくり促進
協議会における、携帯事業者等によるリテラ
シー向上のための地域啓発活動や自主憲章等
の全国啓発活動の取組に対し、必要な情報提
供や助言等の支援を行っている。

総務

メディアの健全な利用に必要なメディアリテラシーを向上す
るため教材等（指導方法や必要な情報を収録したガイドブッ
クを含む）を開発し普及を図る。
すでに小学校５，６年生を主な対象とする教材は開発し公開
中（ http://www.ict-media.net/ ）。

平成21年度においては、公開中の教材につい
て引き続き普及を図るとともに、新たな年齢層
（主として中学生、高校生）を対象とした新たな
プログラムを開発した。

50,913千円
の内数

49,400千円
の内数

総務

○青少年を取り巻く有害環境対策の推進
青少年を取り巻く有害環境対策として、
・携帯電話のインターネット利用に際しての留意点やトラブ
ル・犯罪被害の例、対応方法のアドバイスなどを盛り込んだ
子ども向けリーフレット「ちょっと待って、ケータイ」を全国の
小学６年生に配布等
 ・携帯電話利用に係る親子のルールづくり等に関するリー
フレット「ちょっと待って！はじめてのケータイ」の配布等
・有害情報に係る犯罪・被害、トラブルの対応事例に関する
啓発用映像資料の作成

・携帯電話のインターネット利用に際しての留意点や
トラブル・犯罪被害の例、対応方法のアドバイスなど
を盛り込んだ子ども向けリーフレット「ちょっと待って、
ケータイ」を平成22年2月17日より全国の小学６年生
等に配布した。
・携帯電話利用に係る親子のルールづくり等に関す
るリーフレット「ちょっと待って！はじめてのケータイ」
を平成22年2月17日より各都道府県教育委員会、
PTA連絡協議会等へ配布した。
・有害情報に係る犯罪・被害、トラブルの対応事例に
関する啓発用映像資料の作成し、平成22年3月10日
より各都道府県教育委員会、PTA連絡協議会等へ配
付した。

214,059千円
の内数

159,603千円
の内数

文科

　（２）情報モラル等の指導力の向上

　（３）学校における啓発活動の推進
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基本計画項目 該当施策 実施状況
平成21年度

予算額（千円）
平成22年度

予算額（千円）
担当

○青少年を取り巻く有害情報対策の推進
青少年や保護者等に対し、インターネットの適切な利用に関
する意識向上のための啓発教材の開発に取り組む。

フィルタリング普及啓発セミナー等において、青
少年のインターネット利用にかかる効用、トラブ
ル、フィルタリングの概要等について啓発資料を
作成。今後公表予定。

266,535千円
の内数

419,726千円
の内数

経産

青少年・教職員・保
護者等に対するイ
ンターネットの適切
な利用に関する啓
発講座の実施

○インターネットの適切な利用に関する啓発活動
非行防止教室、サイバーセキュリティに関する講習におい
て、インターネットの利用に起因した青少年の犯罪被害状況
等の情報提供を行うなど、インターネットの適切な利用に関
する啓発活動を推進する。

警察庁から都道府県警察に対しフィルタリング
の普及促進と適切な利用のための啓発活動等
の取組みを強化するよう指示しているところ、各
都道府県警察においては、非行防止教室やサ
イバーセキュリティ講習等の場で、児童や保護
者、学校等教育機関等に対し、出会い系サイト
などに関連した犯罪の被害状況及び被害防止
対策等について、講演の実施やリーフレット配
布等の広報啓発活動を推進している。

3,696千円
（リーフレットの

配布）

3,696千円
（リーフレットの

配布）
警察

○e-ネットキャラバンの実施
総務省、文部科学省及び通信関係団体等が連携し、子ども
たちのインターネットの安全・安心利用に向けて、主に保護
者及び教職員を対象とした啓発講座を実施する。

保護者・教職員等を対象とした子どもたちのイン
ターネットの安心・安全利用に関する啓発講座
(e-ネット安心講座)を実施。（平成18年度：453
件、平成19年度：1,089件、平成20年度：1,208
件、平成21年度：624件）

21,664千円
の内数

総務、
文科

○保護者等に対するネットリテラシー教育の強化
青少年・保護者及び学校関係者を対象として、フィルタリン
グの重要性及びインターネットの適切な利用法についての
説明会を実施。今後、教育現場等において保護者や子ども
を対象としたセミナーを全国で実施し、インターネット上の違
法・有害情報の現状及び対処策に関する理解向上を図る。
警察庁及び都道府県警察の協力の下、全国のＮＰＯ等と連
携して実施している「インターネット安全教室」を開催。引き
続き、警察庁と密接に連携することにより、「インターネット安
全教室」を全国各地で開催し、一般利用者における情報セ
キュリティに関する基礎的な知識の普及を図る。

全国４２箇所において、インターネットの安心・安
全な利用にかかるフィルタリング普及啓発セミ
ナーを実施。本セミナーにおいては、青少年や
保護者に加え、教職員や住民等青少年を取り
巻く関係者に対し、青少年のインターネット利用
にかかるリスクとその対策をすることで、関係者
全体のインターネットリテラシーの向上と保護者
等による実効的な自主的対策の促進を図った。
また警察庁及び都道府県警察の協力の下、全
国各地のＮＰＯ等と連携し、「インターネット安全
教室」を開催。平成21年度は150件開催。

1,213,698千円
の内数

970,958千円
の内数

経産

学校における保護
者等に対する啓発
活動の実施を推進

平成20年7月25日、教育委員会、都道府県等に対して、入
学式時の保護者説明会など効果的な説明の機会を捉えて、
啓発活動を行い、児童生徒が使用する携帯電話等において
フィルタリングが利用されるよう努めることを周知

左記の通知に基づいて、教育委員会等におい
て実施されているところ。

文科
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基本計画項目 該当施策 実施状況
平成21年度

予算額（千円）
平成22年度

予算額（千円）
担当

いわゆる「ネットい
じめ」に対する取組
の推進

○「ネット上のいじめ」に対する取組について
「ネット上のいじめ」に関して、学校や教育委員会が各地域
の実情に応じた取組の充実を図るため、以下の施策を実
施。
・池坊元副大臣主宰の「子どもを守り育てる体制づくりのた
めの有識者会議」において、「ネット上のいじめ」への対応に
ついて議論を行い、「『ネット上のいじめ』から子どもたちを守
るために　－見直そう！ケータイ・ネットの利用のあり方を
－」をまとめ【第２次】として取りまとめた。また、保護者向け
の啓発リーフレットを各学校・ＰＴＡ・教育委員会に配布した。
・学校における携帯電話の取扱いに関する方針の明確化の
取組

・「ネット上のいじめ」に関する対応マニュアル・
事例集を作成（平成２０年11月）、２１年度も引き
続き各学校・教育委員会に配付した。
・平成２１年１月３０日初等中等教育局長通知
「学校における携帯電話の取扱い等について」
を発出、各教育委員会の担当者を集めた会議
等で周知を行った。

文科

青少年等に対する
インターネットの適
切な利用に関する
啓発講座（再掲） ○インターネットの適切な利用に関する啓発活動（再掲）

非行防止教室、サイバーセキュリティに関する講習におい
て、インターネットの利用に起因した青少年の犯罪被害状況
等の情報提供を行うなど、インターネットの適切な利用に関
する啓発活動を推進する。

警察庁から都道府県警察に対しフィルタリング
の普及促進と適切な利用のための啓発活動等
の取組みを強化するよう指示しているところ、各
都道府県警察においては、非行防止教室やサ
イバーセキュリティ講習等の場で、児童や保護
者、学校等教育機関等に対し、出会い系サイト
などに関連した犯罪の被害状況及び被害防止
対策等について、講演の実施やリーフレット配
布等の広報啓発活動を推進している。

3,696千円
（リーフレットの

配布）

3,696千円
（リーフレットの

配布）
警察

○e-ネットキャラバンの実施（再掲）
総務省、文部科学省及び通信関係団体等が連携し、子ども
たちのインターネットの安全・安心利用に向けて、主に保護
者及び教職員を対象とした啓発講座を実施する。

保護者・教職員等を対象とした子どもたちのイン
ターネットの安心・安全利用に関する啓発講座
(e-ネット安心講座)を実施。（平成18年度：453
件、平成19年度：1,089件、平成20年度：1,208
件、平成21年度：624件）

21,664千円
の内数

総務、
文科

2．社会における教育・啓発の推進

　（４）「ネット上のいじめ」に対する取組等の推進

　（１）地域・民間団体・事業者による教育・啓発活動への支援
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基本計画項目 該当施策 実施状況
平成21年度

予算額（千円）
平成22年度

予算額（千円）
担当

○保護者等に対するネットリテラシー教育の強化（再掲）
青少年・保護者及び学校関係者を対象として、フィルタリン
グの重要性及びインターネットの適切な利用法についての
説明会を実施。今後、教育現場等において保護者や子ども
を対象としたセミナーを全国で実施し、インターネット上の違
法・有害情報の現状及び対処策に関する理解向上を図る。
全国のＮＰＯ等と連携し、警察庁等の協力の下、実施してい
る「インターネット安全教室」を開催。引き続き、警察庁と密
接に連携することにより、「インターネット安全教室」を全国
各地で開催し、一般利用者における情報セキュリティに関す
る基礎的な知識の普及を図る。

全国４２箇所において、インターネットの安心・安
全な利用にかかるフィルタリング普及啓発セミ
ナーを実施。本セミナーにおいては、青少年や
保護者に加え、教職員や住民等青少年を取り
巻く関係者に対し、青少年のインターネット利用
にかかるリスクとその対策をすることで、関係者
全体のインターネットリテラシーの向上と保護者
等による実効的な自主的対策の促進を図った。
また警察庁及び都道府県警察の協力の下、全
国各地のＮＰＯ等と連携し、「インターネット安全
教室」を開催。平成21年度は150件開催。

1,213,698千円
の内数

970,958千円
の内数

経産

インターネット利用環境整備をテーマとして、今後の取組の
方向性を共有するためのシンポジウムを2009年から定期的
に開催する。

ネット有害環境から青少年を守るための情報モ
ラル教育シンポジウムを、平成21年度に開催し
た。

【第1次補正】
94,901千円

の内数
総務

情報セキュリティ対策を講じるための基本的な情報を提供
することを目的としたウェブサイトの開設(「国民のための情
報セキュリティサイト」の開設)

「国民のための情報セキュリティサイト」につい
て、情報通信の利用動向及び情報セキュリティ
の状況等を踏まえたコンテンツを作成。

53,526千円
の内数

39,282千円
の内数

総務

2009年度以降、産学、地域を含む様々な関係者が緩やかに
つながる枠組みが、インターネット利用者を育てる取組を協
働して推進する母体として機能することで、啓発活動の面的
な広がりが確保され、単独では社会貢献活動に取り組むこ
とが難しい中小コンテンツ事業者などの幅広い関係者が参
画できるようになり、優れた取組が共有されるよう、支援を
行う。

平成21年２月、誰もが安心かつ安全にインター
ネットを利用できる環境の整備を目的とし、利用
者・産業界・教育関係者等が連携した取組とし
て、安心ネットづくり促進協議会が設立され、全
国各地域での啓発活動（地域事業）や利用環境
整備に関する目標（自主憲章）を共有する国民
運動（全国事業）、ネットが青少年に与える影響
等の学術的調査・検証等の活動に対し、必要な
情報提供や助言等の支援を行っている。

総務

○青少年を取り巻く有害環境対策の推進
青少年を取り巻く有害環境対策として、
・全国規模の学校関係団体やＰＴＡ、通信関係団体など関係
業界・団体の連携強化を目的とした「ネット安全安心全国推
進会議」の開催、
また、地域の実情に応じた取組を実施、これらの取組を総
合的に支援し、有害情報対策未実施地域へのモデルを示
し、社会全体での取組を推進する。

・地域のおける取組体制の構築、有害情報に関
する普及啓発、ネットパトロール等の地域の実
情に応じた取組を２５県で支援している。また、
関係業界・団体の連携を強化する「ネット安全安
心全国推進会議」を平成22年2月16日開催し、
同会議の取組の一環である「ネット安全安心全
国推進フォーラム」を平成22年3月6日に開催し
た。

214,059千円
の内数

159,603千円
の内数

文科

地域、民間団体、
事業者などによる
教育・啓発活動の
ための取組体制の
構築、シンポジウ
ム等の開催などに
よる支援
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基本計画項目 該当施策 実施状況
平成21年度

予算額（千円）
平成22年度

予算額（千円）
担当

民間団体が実施す
る青少年のイン
ターネット利用能力
検定の利用促進

「インターネットにおけるルール＆マナー検定」等、青少年の
インターネット利用能力検定の保護者・青少年への普及広
報を図り、青少年のインターネットリテラシーの向上を図る。

フィルタリング普及啓発セミナー等にて、「イン
ターネットにおけるルール＆マナー検定」にかか
る情報提供を実施。

266,535千円
の内数

419,726千円
の内数

府、経
産

メディアの健全な利用に必要なメディアリテラシーを向上す
るため教材等（指導方法や必要な情報を収録したガイドブッ
クを含む）を開発し普及を図る。
すでに小学校５，６年生を主な対象とする教材は開発し公開
中（ http://www.ict-media.net/ ）。

平成21年度においては、公開中の教材につい
て引き続き普及を図るとともに、新たな年齢層
（主として中学生、高校生）を対象とした新たな
プログラムを開発した。

50,913千円
の内数

49,400千円
の内数

総務

○青少年を取り巻く有害環境対策の推進（再掲）
青少年を取り巻く有害環境対策として、
・携帯電話利用に係る親子のルールづくり等に関するリーフ
レット「ちょっと待って！はじめてのケータイ」の配布等
・有害情報に係る犯罪・被害、トラブルの対応事例に関する
啓発用映像資料の作成

・携帯電話のインターネット利用に際しての留意点や
トラブル・犯罪被害の例、対応方法のアドバイスなど
を盛り込んだ子ども向けリーフレット「ちょっと待って、
ケータイ」を平成22年2月17日より全国の小学６年生
等に配布した。
・携帯電話利用に係る親子のルールづくり等に関す
るリーフレット「ちょっと待って！はじめてのケータイ」
を平成22年2月17日より各都道府県教育委員会、
PTA連絡協議会等へ配布した。
・有害情報に係る犯罪・被害、トラブルの対応事例に
関する啓発用映像資料の作成し、平成22年3月10日
より各都道府県教育委員会、PTA連絡協議会等へ配
付した。

214,059千円
の内数

159,603千円
の内数

文科

ポータルサイト等を
活用した、わかり
やすく利便性の高
い情報提供の実施

「インターネット上の違法・有害情報対策ポータルサイト」の
活用により、違法有害情報対策に関する総合的な情報提供
を実施

インターネット上の違法・有害情報に関する現状
やこれに対する官民の取組について、ポータル
サイトを活用し、随時必要な情報提供を実施。

官房
（ＩＴ）

保護者等に対する
青少年のインター
ネットの適切な利
用に関する啓発講
座の実施（再掲）

○インターネットの適切な利用に関する啓発活動（再掲）
非行防止教室、サイバーセキュリティに関する講習におい
て、インターネットの利用に起因した青少年の犯罪被害状況
等の情報提供を行うなど、インターネットの適切な利用に関
する啓発活動を推進する。

警察庁から都道府県警察に対しフィルタリング
の普及促進と適切な利用のための啓発活動等
の取組みを強化するよう指示しているところ、各
都道府県警察においては、非行防止教室やサ
イバーセキュリティ講習等の場で、児童や保護
者、学校等教育機関等に対し、出会い系サイト
などに関連した犯罪の被害状況及び被害防止
対策等について、講演の実施やリーフレット配
布等の広報啓発活動を推進している。

3,696千円
（リーフレットの

配布）

3,696千円
（リーフレットの

配布）
警察

　（２）ポータルサイトを活用したわかりやすく速やかな情報提供

　（１）「親子のルールづくり」など家庭における取組への支援
３．家庭における教育・啓発の推進

啓発資料の作成・
提供（再掲）
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基本計画項目 該当施策 実施状況
平成21年度

予算額（千円）
平成22年度

予算額（千円）
担当

○e-ネットキャラバンの実施（再掲）
総務省、文部科学省及び通信関係団体等が連携し、子ども
たちのインターネットの安全・安心利用に向けて、主に保護
者及び教職員を対象とした啓発講座を実施する。

保護者・教職員等を対象とした子どもたちのイン
ターネットの安心・安全利用に関する啓発講座
(e-ネット安心講座)を実施。（平成18年度：453
件、平成19年度：1,089件、平成20年度：1,208
件、平成21年度：624件）

21,664千円
の内数

総務、
文科

○家庭教育支援基盤形成事業による学習機会の提供
多くの親が集まる様々な機会を活用して青少年のインター
ネットの適切な利用に関する啓発講座など家庭教育に関す
る学習機会の提供といった地域の取組を支援。

家庭教育に関する学習機会において、子どもの
携帯電話やネット利用について理解や知識を深
めるための講座等が実施されている。

学校・家庭・地域
連携協力推進事

業費補助金
14,260,610千円

の内数

学校・家庭・地域
連携協力推進事

業費補助金
13,092,527千円

の内数

文科

○保護者等に対するネットリテラシー教育の強化（再掲）
青少年・保護者及び学校関係者を対象として、フィルタリン
グの重要性及びインターネットの適切な利用法についての
説明会を実施。今後、教育現場等において保護者や子ども
を対象としたセミナーを全国で実施し、インターネット上の違
法・有害情報の現状及び対処策に関する理解向上を図る。
全国のＮＰＯ等と連携し、警察庁等の協力の下、実施してい
る「インターネット安全教室」を開催。引き続き、警察庁と密
接に連携することにより、「インターネット安全教室」を全国
各地で開催し、一般利用者における情報セキュリティに関す
る基礎的な知識の普及を図る。

全国４２箇所において、インターネットの安心・安
全な利用にかかるフィルタリング普及啓発セミ
ナーを実施。本セミナーにおいては、青少年や
保護者に加え、教職員や住民等青少年を取り
巻く関係者に対し、青少年のインターネット利用
にかかるリスクとその対策をすることで、関係者
全体のインターネットリテラシーの向上と保護者
等による実効的な自主的対策の促進を図った。
また警察庁及び都道府県警察の協力の下、全
国各地のＮＰＯ等と連携し、「インターネット安全
教室」を開催。平成21年度は150件開催。

1,213,698千円
の内数

970,958千円
の内数

経産

携帯電話利用に係
る親子のルールづ
くり、いわゆるプロ
フなどの利用上の
リスクやインター
ネット上のトラブル
などへの対応方法
等について、家庭
における取組を支
援

○青少年が安全に安心してインターネットを利用できる環境
の整備等に関する法律」の周知に係る広報啓発
青少年インターネット環境整備法の趣旨及び目的等を周知
するため、地方公共団体、関係事業者、保護者に対して、
リーフレット等の広報資材を作成・配布等の広報啓発活動を
実施する。

・青少年インターネット環境整備法の施行（平成
21年４月）に当たり、同法の趣旨及び内容等を
周知するため、関係省庁と協力の上、リーフレッ
ト等を作成・配布した。
・平成21年度においては、中学生及び保護者を
主な対象とする「健全なインターネット活用がで
きる青少年を育てるためのパンフレット」（子ども
向け及び保護者向け）を作成・配布した。
・平成22年度においても、青少年インターネット
環境整備法の周知に係る啓発活動を継続して
実施予定。

25,163千円 2,024千円 府
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基本計画項目 該当施策 実施状況
平成21年度

予算額（千円）
平成22年度

予算額（千円）
担当

○青少年を取り巻く有害環境対策の推進（再掲）
青少年を取り巻く有害環境対策として、
・携帯電話利用に係る親子のルールづくり等に関する策定
を行う。
・有害情報に係る犯罪・被害、トラブルの対応事例に関する
啓発用映像資料の作成

・携帯電話のインターネット利用に際しての留意
点やトラブル・犯罪被害の例、対応方法のアド
バイスなどを盛り込んだ子ども向けリーフレット
「ちょっと待って、ケータイ」を平成22年2月17日
より全国の小学６年生等に配布した。
・携帯電話利用に係る親子のルールづくり等に
関するリーフレット「ちょっと待って！はじめての
ケータイ」を平成22年2月17日より各都道府県教
育委員会、PTA連絡協議会等へ配布した。
・有害情報に係る犯罪・被害、トラブルの対応事
例に関する啓発用映像資料の作成し、平成22
年3月10日より各都道府県教育委員会、PTA連
絡協議会等へ配付した。

214,159千円
の内数

159,603千円
の内数

文科

○家庭教育手帳の作成
乳幼児や小学生を持つ各家庭への情報提供や家庭教育に
関する学習機会等での活用を促すため、情報モラルについ
て家庭で話し合うことの重要性に関しても記載した、家庭教
育に関するヒント集(家庭教育手帳）を作成する。

情報モラルについて家庭で話し合うことの重要
性に関しても記載した家庭教育手帳（CD-ROM
版）を作成し、全国の教育委員会等へ提供し
て、家庭教育に関する学習機会などでの活用を
促進。

25,045千円 文科

○保護者等に対するネットリテラシー教育の強化（再掲）
青少年・保護者及び学校関係者を対象として、フィルタリン
グの重要性及びインターネットの適切な利用法についての
説明会を実施。今後、教育現場等において保護者や子ども
を対象としたセミナーを全国で実施し、インターネット上の違
法・有害情報の現状及び対処策に関する理解向上を図る。
全国のＮＰＯ等と連携し、警察庁等の協力の下、実施してい
る「インターネット安全教室」を開催。引き続き、警察庁と密
接に連携することにより、「インターネット安全教室」を全国
各地で開催し、一般利用者における情報セキュリティに関す
る基礎的な知識の普及を図る。

全国４２箇所において、インターネットの安心・安
全な利用にかかるフィルタリング普及啓発セミ
ナーを実施。本セミナーにおいては、青少年や
保護者に加え、教職員や住民等青少年を取り
巻く関係者に対し、青少年のインターネット利用
にかかるリスクとその対策をすることで、関係者
全体のインターネットリテラシーの向上と保護者
等による実効的な自主的対策の促進を図った。
また警察庁及び都道府県警察の協力の下、全
国各地のＮＰＯ等と連携し、「インターネット安全
教室」を開催。平成21年度は150件開催。

1,213,698千円
の内数

970,958千円
の内数

経産

メディアの健全な利用に必要なメディアリテラシーを向上す
るため教材等（指導方法や必要な情報を収録したガイドブッ
クを含む）を開発し普及を図る。
すでに小学校５，６年生を主な対象とする教材は開発し公開
中（ http://www.ict-media.net/ ）。（再掲）

平成21年度においては、公開中の教材につい
て引き続き普及を図るとともに、新たな年齢層
（主として中学生、高校生）を対象とした新たな
プログラムの開発に着手したところ。

50,913千円
の内数

総務
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基本計画項目 該当施策 実施状況
平成21年度

予算額（千円）
平成22年度

予算額（千円）
担当

ペアレンタルコント
ロールの周知啓発
の実施

保護者による子どものアクセス履歴のチェックなど、携帯電
話事業者のサービスによるペアレンタルコントロールについ
ては、各事業者における導入状況を踏まえ、利用可能となっ
たサービスについて周知・啓発を支援する。
さらに、機能限定携帯端末についても携帯電話事業者や端
末開発事業者における検討を踏まえながら、普及促進を支
援する。

平成21年２月に設立された安心ネットづくり促進
協議会の取組を通じて、自治体、ＮＰＯ、携帯事
業者等による保護者向けの啓発活動、機能限
定携帯の普及活動を支援している。

総務

インターネット安全教室等を通じ、フィルタリングの機能の高
度化等を通じたペアレンタルコントロールの方法について普
及啓発を行うほか、コミュニティサイトの機能や管理体制に
応じたリスク等に関する普及啓発を支援・推進する。

インターネット安全教室やフィルタリング普及啓
発セミナーを実施し、フィルタリングの機能の高
度化等を中心とした適切なペアレンタルコント
ロールや、コミュニティサイトの適切な利用の方
法について周知。

1,213,698千円
の内数

970,958千円
の内数

経産

情報教育の実施上
の課題の解決を目
指した調査研究を
実施し、より効果的
な情報教育の実施
を支援

情報教育の実施上の課題の解決を目指した調査研究を実
施する。

新学習指導要領における情報モラル教育をはじ
めとした教育の情報化が円滑かつ確実に実施
されるよう、教員の指導をはじめ学校・教育委員
会の具体的な取組の参考となる「教育の情報化
に関する手引」について、新たに高等学校分を
追記するための検討を行った。

14,898千円 文科

○「安心ネットづくり」促進プログラム
３．親子のＩＣＴメディアリテラシー向上支援
・家庭や教育現場において、インターネット上の違法・有害
情報への対応に迷ったときに、対応の仕方やそれをサポー
トする政府や民間の取組がワンストップで理解できる仕組み
の構築
・関係府省庁と協力し、インターネット上の有害情報が青少
年の心身の発達に与える影響を明らかにすることで、ネット
上に生起する様々な事象に、迅速・的確に対応する基盤と
してのナレッジベースを構築

平成21年２月に設立された安心ネットづくり促進
協議会における、自治体、ＮＰＯ、携帯事業者等
による親子向けの地域啓発活動、リテラシー向
上のための普及啓発活動に対し、必要な情報
提供や助言等の支援を行っている。
また、有害情報影響調査について、複数年度に
わたる実証研究を行うことを予定している。

総務

インターネット安全教室等を通じ、フィルタリングの機能の高
度化等を通じたペアレンタルコントロールの方法について普
及啓発を行うほか、コミュニティサイトの機能や管理体制に
応じたリスク等に関する普及啓発を支援・推進する。（再掲）

インターネット安全教室やフィルタリング普及啓
発セミナーを実施し、フィルタリングの機能の高
度化等を中心とした適切なペアレンタルコント
ロールや、コミュニティサイトの適切な利用の方
法について周知。

1,213,698千円
の内数

970,958千円
の内数

経産

　（２）青少年の発達段階に応じた保護者の管理（ペアレンタルコントロール）への支援

保護者が青少年の
インターネット利用
を適切にコントロー
ルできるよう、イン
ターネット上のトラ
ブルへの対応に関
する情報を利用で
きるようにする

４．教育の効果的な手法の開発・普及促進のための研究支援等
　（１）効果的な情報教育の実施への支援

　（２）保護者に対する効果的な啓発の在り方の検討・推進
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基本計画項目 該当施策 実施状況
平成21年度

予算額（千円）
平成22年度

予算額（千円）
担当

携帯電話・ＰＨＳや
インターネット接続
機器の購入時など
を捉えた効果的な
啓発の在り方を検
討・推進

例えば、携帯電話販売代理店の協力を得て、青少年契約者
及びその保護者に対して、携帯電話利用時のマナーや注意
点に関する講習を実施するなど、購入プロセスや利用シー
ンにおける親子参加型の啓発活動について2009年度中に
検討する。

平成21年２月に設立された安心ネットづくり促進
協議会における、自治体、ＮＰＯ、携帯事業者等
による親子向けの地域啓発活動、リテラシー向
上のための普及啓発活動に対し、必要な情報
提供や助言等の支援を行っている。

総務

携帯電話やパソコン等インターネット接続機器へのフィルタ
リングの導入を促進するため、全国の家電量販店や関係事
業者と協力し、違法・有害情報対策キャンペーン等フィルタリ
ングの普及啓発活動を実施

平成２１年３月６日から１ヶ月間、全国８箇所に
おいて、家電量販店、民間の関係事業者等と共
に、官民が連携して、フィルタリング普及啓発
キャンペーンを実施。

府、総
務、経
産

「青少年の非行問
題に取り組む全国
強調月間」などに
より広報啓発等を
継続的に実施

「青少年の非行問題に取り組む全国強調月間」等の実施

・平成21年７月、インターネット上の違法・有害
情報への適切な対応を重点課題の1つとして、
「青少年の非行問題に取り組む全国強調月間」
を実施した。
・平成21年11月、有害環境への適切な対応を重
点的な課題の１つとして、「全国青少年健全育
成強調月間」を実施した。

府

インターネット利用
者・事業者などが
自らインターネット
の利用環境整備に
向け具体的に取り
組むことを決め、実
践するなどの、取
組主体の更なる広
がりを促進する活
動を支援

ＩＳＰをはじめとする通信事業者、コンテンツ事業者、さらに
は、自社のＨＰを開設する一般企業、電子掲示板の管理者
である個人などを含む幅広い関係者が、インターネットの利
用環境整備に参画していることを明らかにする新たな枠組
みとして、また、それら関係者の自主的取組を実質的にも強
化する仕掛けとして、2009年度から、「自主憲章」的な目標
を共有することを「宣言」する取組について、「最終取りまと
め」で提示された諸要素を踏まえながら、広報的な側面をは
じめとして必要な支援を行う。

平成21年２月に設立された安心ネットづくり促進
協議会における、利用環境整備に関する目標
（自主憲章）を共有する国民運動（全国事業）に
対し、必要な情報提供や助言等の支援を行って
いる。同年６月、同協議会において「１億人の
ネット宣言『もっとグッドネット』 自主憲章」が制
定され、全国的な拡大運動を実施しているとこ
ろ。

総務、
経産、
府

５．国民運動の展開

　（２）インターネット利用者・事業者の主体的な活動への支援

　（１）社会総がかりで取り組むための広報啓発の実施
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基本計画項目 該当施策 実施状況
平成21年度

予算額（千円）
平成22年度

予算額（千円）
担当

2009年４月１日の青少年インターネット環境整備法施行まで
に、携帯電話事業者、フィルタリングリスト提供会社、第三者
機関であるモバイルコンテンツ審査・運用監視機構（EMA）
及びインターネットコンテンツ審査監視機構（I-ROI）等の関
係者と協力し、18歳未満の新規及び既存契約者のフィルタ
リング利用の意思確認を確実に実施するなど、携帯電話
フィルタリングの導入促進を図る。

携帯事業者および第三者機関と随時連携し、携
帯電話フィルタリングサービスの周知および普
及率向上に取り組んでいるところ。

総務

インターネット接続機器メーカーによるフィルタリングソフト・
サービスを容易にする措置の履行を徹底させ、フィルタリン
グの利用促進を図る。

平成２１年３月６日から１ヶ月間、全国８箇所に
おいて、家電量販店、民間の関係事業者等と共
に、官民が連携して、フィルタリング普及啓発
キャンペーンを実施。

経産

出会い系サイト規
制法に基づくいわ
ゆる出会い系サイ
トの利用を防止す
るためのフィルタリ
ングその他の手段
を関係事業者が提
供する取組を推進

プロバイダ連絡協議会等において、プロバイダに対して利用
者に対するフィルタリング使用の拡大を呼び掛ける。

都道府県警察において、プロバイダ連絡協議会
等を通じて、プロバイダに対し、利用者等に対す
るフィルタリング使用の普及拡大を呼び掛けて
いる。

警察

2009年４月１日の青少年インターネット環境整備法施行まで
に、携帯電話事業者、フィルタリングリスト提供会社、第三者
機関であるモバイルコンテンツ審査・運用監視機構（EMA）
及びインターネットコンテンツ審査監視機構（I-ROI）等の関
係者と協力し、18歳未満の新規及び既存契約者のフィルタ
リング利用の意思確認を確実に実施するなど、携帯電話
フィルタリングの導入促進を図る。（再掲）

携帯事業者および第三者機関と随時連携し、携
帯電話フィルタリングサービスの周知および普
及率向上に取り組んでいるところ。

総務

インターネット接続機器メーカーによるフィルタリングソフト・
サービス利用の推進のための普及啓発等の自主的取組を
推進する。（再掲）

平成２１年３月６日から１ヶ月間、全国８箇所に
おいて、家電量販店、民間の関係事業者等と共
に、官民が連携して、フィルタリング普及啓発
キャンペーンを実施。

経産

携帯電話・ＰＨＳ及
びパーソナルコン
ピュータについて
は、保護者などに
フィルタリングの内
容及び必要性が保
護者などに充分理
解されるようにする
取組を推進

第３　青少年有害情報フィルタリングソフトウェアの性能の向上及び利用の普及等に係る施策に関する事項

　（２）保護者への説明等の推進

　（１）フィルタリング提供義務等の実施徹底
１．事業者によるフィルタリング提供義務等の実施徹底及び保護者への説明等の推進

青少年インター
ネット環境整備法
に基づく事業者に
おけるフィルタリン
グ提供などの義務
の実施を徹底
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基本計画項目 該当施策 実施状況
平成21年度

予算額（千円）
平成22年度

予算額（千円）
担当

平成21年度中に、
主要な携帯電話・
ＰＨＳ事業者により
青少年の成長に応
じて保護者が選択
可能な多様なサー
ビスが提供される
よう、その取組を促
進し、必要に応じて
更なる改善を促す

利用者側でフィルタリングの対象とするサイト及びカテゴリの
取捨選択を可能とする機能や、年齢層に応じたフィルタリン
グなど、携帯電話事業者によるフィルタリングサービスの多
様化や、第三者機関による年齢層別のフィルタリング対象カ
テゴリモデルの提示など、青少年の発達段階及び利用者の
選択に応じて、多様なフィルタリングを活用できる環境の整
備を推進する。

携帯事業者および第三者機関と随時連携し、携
帯電話フィルタリングのカスタマイズ機能の提供
等、多様なフィルタリングサービスの提供促進に
取り組んでいるところ。
また、平成22年度に、携帯電話フィルタリングの
水準向上等に係る総合的な技術的対策に関す
る実証実験を行う。

79,787千円 総務

民間第三者機関に
よる青少年保護に
配慮した運営体制
等をとるウェブサイ
トを認定する取組
を支援

利用者側でフィルタリングの対象とするサイト及びカテゴリの
取捨選択を可能とする機能や、年齢層に応じたフィルタリン
グなど、携帯電話事業者によるフィルタリングサービスの多
様化や、第三者機関による年齢層別のフィルタリング対象カ
テゴリモデルの提示など、青少年の発達段階及び利用者の
選択に応じて、多様なフィルタリングを活用できる環境の整
備を推進する。（再掲）

携帯事業者および第三者機関と随時連携し、携
帯電話フィルタリングのカスタマイズ機能の提供
等、多様なフィルタリングサービスの提供促進に
取り組んでいるところ。

総務

インターネット・ホッ
トラインセンターか
らフィルタリング提
供事業者への情報
提供を支援

インターネット・ホットラインセンターが一般利用者から通報
された情報のＵＲＬ情報をフィルタリング事業者等へ提供す
ることを承認

一般利用者から通報された情報の第三者提供
基準を策定し、平成21年度は各種フィルタリン
グサービスを提供する複数の事業者をその提
供先として承認している。

警察

ＰＣ用の簡易なフィ
ルタリングソフト
ウェアの無償提供

委託事業により開発し、無償提供を実施している簡易版フィ
ルタリングソフトの周知を図るとともに、今後、フィルタリング
の紹介等を含む違法・有害情報対策に関する情報提供サイ
トの構築・充実を図る取組を推進する。

フィルタリング普及啓発セミナー及びインター
ネット安全教室にて、無償提供している簡易フィ
ルタリングソフト周知を図った。

266,535千円
の内数

419,726千円
の内数

経産

関係省庁と連携しつつ、継続して実施。
官房
（IT）

安心ネットづくり促進協議会の主催する地方啓
発イベント等に出席し、地方公共団体等との情
報交換を進めているところ。

府

３．フィルタリング提供事業者による閲覧制限対象の把握の支援

４．フィルタリング普及促進のための啓発活動等

　（２）携帯電話・ＰＨＳのフィルタリングの閲覧対象制限の適正化支援

地方公共団体、
フィルタリング推進
機関その他の啓発
を行う団体、関係
事業者及びＰＴＡそ
の他の関係団体な

青少年のインターネット利用におけるフィルタリングの普及
促進及び適切な利用のための啓発活動の地方公共団体等
との連携

　（１）携帯電話・ＰＨＳのフィルタリングの多様化・改善の推進
２．携帯電話・ＰＨＳにおけるフィルタリングサービスの高度化の推進

12



基本計画項目 該当施策 実施状況
平成21年度

予算額（千円）
平成22年度

予算額（千円）
担当

どと連携した、啓発
活動の実施・推進

警察庁から都道府県警察に対し、基本計画の
内容を踏まえて関係機関・団体等との連携した
効果的な施策の推進を指示しているところ、都
道府県警察においては、知事部局青少年担当
部署や教育委員会等関係機関・団体等と連携
し、非行防止教室の開催、普及促進キャンペー
ンの実施、アンケート調査の実施等創意工夫を
凝らした効果的な啓発活動を推進している。

警察

平成21年２月に設立された安心ネットづくり促進
協議会において、地方公共団体、ＮＰＯ、携帯事
業者等による保護者向けの啓発活動、機能限
定携帯の普及活動を支援している。

総務

・地域のおける取組体制の構築、有害情報に関
する普及啓発、ネットパトロール等の地域の実
情に応じた取組を２５県で支援している。

214,059千円
の内数

159,603千円
の内数

文科

全国４２箇所において、インターネットの安心・安
全な利用にかかるフィルタリング普及啓発セミ
ナーを実施。本セミナーにおいては、青少年や
保護者に加え、教職員や住民等青少年を取り
巻く関係者に対し、青少年のインターネット利用
にかかるリスクとその対策をすることで、関係者
全体のインターネットリテラシーの向上と保護者
等による実効的な自主的対策の促進を図った。
また警察庁及び都道府県警察の協力の下、全
国各地のＮＰＯ等と連携し、「インターネット安全
教室」を開催。平成21年度は150件開催。

1,213,698千円
の内数

970,958千円
の内数

経産

青少年インターネット環境整備法に規定するフィルタリング
推進機関を登録し、フィルタリングサービスに関する調査研
究並びにその普及及び啓発や、フィルタリングソフトウェア
の技術開発を行う団体等の取組を適切に支援する。

フィルタリング推進機関については、申請に基
づき適宜登録を実施しているところ。

総務、
経産

携帯電話やパソコン等インターネット接続機器へのフィルタ
リングの導入を促進するため、全国の家電量販店や関係事
業者と協力し、違法・有害情報対策キャンペーン等フィルタリ
ングの普及啓発活動を実施（再掲）

平成21年３月６日から１ヶ月間、全国８箇所にお
いて、家電量販店、民間の関係事業者等と共
に、官民が連携して、フィルタリング普及啓発
キャンペーンを実施。

府、総
務、経
産
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基本計画項目 該当施策 実施状況
平成21年度

予算額（千円）
平成22年度

予算額（千円）
担当

青少年及び保護者
に対し、フィルタリ
ングの認知及び普
及の状況並びに
フィルタリングの改
善ニーズ等につい
ての調査の実施等

○青少年のインターネット利用環境実態調査
　青少年インターネット環境整備法の施行状況の把握のた
めに必要なデータ収集を目的として、青少年一般及びその
保護者にそれぞれのフィルタリングソフトウェアの認知度・利
用度や改善ニーズを調査し、実態を把握する。

・平成21年度については、関係省庁と連携しつ
つ、平成21年10月～11月、青少年及びその保
護者（各2,000人）を対象に調査を実施。
・平成22年度においても、継続して実施予定。

26,798千円 17,795千円
府（総
務、経
産）

５．フィルタリング普及状況等に関する調査研究
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基本計画項目 該当施策 実施状況
平成21年度

予算額（千円）
平成22年度

予算額（千円）
担当

インターネット利用環境整備をテーマとして、今後の取組の
方向性を共有するためのシンポジウムを2009年から定期的
に開催する

ネット有害環境から青少年を守るための情報モ
ラル教育シンポジウムを、平成21年度中に開催
予定。

【第1次補正】
89,900千円

の内数
総務

情報セキュリティ対策を講じるための基本的な情報を提供
することを目的としたウェブサイトの開設(「国民のための情
報セキュリティサイト」の開設)

「国民のための情報セキュリティサイト」につい
て、情報通信の利用動向及び情報セキュリティ
の状況等を踏まえたコンテンツを作成。

53,526千円
の内数

39,282千円
の内数

総務

2009年度以降、産学、地域を含む様々な関係者が緩やかに
つながる枠組みが、インターネット利用者を育てる取組を協
働して推進する母体として機能することで、啓発活動の面的
な広がりが確保され、単独では社会貢献活動に取り組むこ
とが難しい中小コンテンツ事業者などの幅広い関係者が参
画できるようになり、優れた取組が共有されるよう、支援を
行う。

平成21年２月、誰もが安心かつ安全にインター
ネットを利用できる環境の整備を目的とし、利用
者・産業界・教育関係者等が連携した取組とし
て、安心ネットづくり促進協議会が設立され、全
国各地域での啓発活動（地域事業）や利用環境
整備に関する目標（自主憲章）を共有する国民
運動（全国事業）、ネットが青少年に与える影響
等の学術的調査・検証等の活動に対し、必要な
情報提供や助言等の支援を行っている。

総務

○青少年を取り巻く有害環境対策の推進
青少年を取り巻く有害環境対策として、
・全国規模の学校関係団体やＰＴＡ、通信関係団体など関係
業界・団体の連携強化を目的とした「ネット安全安心全国推
進会議」の開催、
また、地域の実情に応じた取組を実施、これらの取組を総
合的に支援し、有害情報対策未実施地域へのモデルを示
し、社会全体での取組を推進する。

・地域のおける取組体制の構築、有害情報に関
する普及啓発、ネットパトロール等の地域の実
情に応じた取組を２５県で支援している。また、
関係業界・団体の連携を強化する「ネット安全安
心全国推進会議」を平成22年2月16日開催し、
同会議の取組の一環である「ネット安全安心全
国推進フォーラム」を平成22年3月6日に開催し
た。

214,059千円
の内数

159,603千円
の内数

文科

民間団体が実施す
る青少年のイン
ターネット利用能力
検定の利用促進
（再掲）

「インターネットにおけるルール＆マナー検定」等、青少年の
インターネット利用能力検定の保護者・青少年への普及広
報を図り、青少年のインターネットリテラシーの向上を図る。
（再掲）

フィルタリング普及啓発セミナー等にて、「イン
ターネットにおけるルール＆マナー検定」にかか
る情報提供を実施。

266,535千円
の内数

419,726千円
の内数

府、経
産

啓発資料の作成・
提供（再掲）

メディアの健全な利用に必要なメディアリテラシーを向上す
るため教材等（指導方法や必要な情報を収録したガイドブッ
クを含む）を開発し普及を図る。
すでに小学校５，６年生を主な対象とする教材は開発し公開
中（ http://www.ict-media.net/ ）。

平成21年度においては、公開中の教材につい
て引き続き普及を図るとともに、新たな年齢層
（主として中学生、高校生）を対象とした新たな
プログラムを開発した。

50,913千円
の内数

49,400千円
の内数

総務

１．青少年がインターネット活用能力を習得するための活動に対する支援
地域、民間団体、
事業者などによる
教育・啓発活動の
ための取組体制の
構築、シンポジウ
ム等の開催などに
よる支援（再掲）

第４　青少年のインターネットの適切な利用に関する活動を行う民間団体等の支援に関する事項
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基本計画項目 該当施策 実施状況
平成21年度

予算額（千円）
平成22年度

予算額（千円）
担当

○青少年を取り巻く有害環境対策の推進
青少年を取り巻く有害環境対策として、
・携帯電話のインターネット利用に際しての留意点やトラブ
ル・犯罪被害の例、対応方法のアドバイスなどを盛り込んだ
子ども向けリーフレット「ちょっと待って、ケータイ」を全国の
小学６年生に配布等
 ・携帯電話利用に係る親子のルールづくり等に関するリー
フレット「ちょっと待って！はじめてのケータイ」の配布等
・有害情報に係る犯罪・被害、トラブルの対応事例に関する
啓発用映像資料の作成

・携帯電話のインターネット利用に際しての留意点や
トラブル・犯罪被害の例、対応方法のアドバイスなど
を盛り込んだ子ども向けリーフレット「ちょっと待って、
ケータイ」を平成22年2月17日より全国の小学６年生
等に配布等。
・携帯電話利用に係る親子のルールづくり等に関す
るリーフレット「ちょっと待って！はじめてのケータイ」
を平成22年2月17日より各都道府県教育委員会、
PTA連絡協議会等へ配布等
・有害情報に係る犯罪・被害、トラブルの対応事例に
関する啓発用映像資料の作成し、平成22年3月10日
より各都道府県教育委員会、PTA連絡協議会等へ配
付。

214,059千円
の内数

159,603千円
の内数

文科

民間団体における
違法・有害情報対
策ガイドラインの策
定及びそれを実施
する体制整備、相
談窓口などの取組
を支援

社会状況を踏まえ、「違法・有害情報への対応等に関する
契約約款モデル条項」など、業界団体によるガイドラインの
策定や改訂等の取組を継続的に支援する。
また、自主的取組として個々の企業等が参照すべき既存の
ガイドライン等を、ホスティング事業者など、「サーバの管理
者」の多くが共有することで、違法・有害情報対策の効果を
高めることが期待できる。このため、業界団体に所属する会
員以外の電気通信事業者に対する働きかけを強化すること
が必要であり、各総合通信局等を活用した周知活動などに
より支援する。
さらに、社団法人テレコムサービス協会など４事業者団体が
運営している「違法・有害情報事業者相談センター」につい
て、電気通信事業者ではないサイト管理者等の相談も受け
付けるなど、拡充や機能の強化について、2009年度から支
援する。

プロバイダ責任制限法ガイドライン等検討協議
会に引き続きオブザーバとして参加し、業界団
体によるガイドラインの策定や改訂等の取組を
継続的に支援している。
違法・有害情報相談センターをテレコムサービ
ス協会に請け負わせた上、2009年8月から、電
気通信事業者・サイト管理者・教育関係者等か
らの相談を受け付けるなど、業務を拡充、機能
を強化した相談業務を支援している。

38,843千円 38,627千円 総務

サイト事業者によるセルフレイティングのためのマニュアル・
ガイドライン等を整備するとともに、サイト事業者やフィルタリ
ング事業者等の関係者が、協力して有害情報から青少年を
守るために取り組むべき施策に関する検討を支援する。

インターネット上の違法・有害なコンテンツに対
するレイティング基準（Safety Online3.1）の改
訂、及び書き込み可能なＣＧＭサイトの増加等
に対する関係者の取るべき対応を取りまとめ
た、「「青少年の安全なインターネット利用環境
の整備を目指して関係者に望まれる取組みに
ついて～書き込み可能なＣＧＭサイト増加への
対応～」を策定・公表。

266,535千円
の内数

419,726千円
の内数

経産

２．ウェブサイト運営者等による青少年有害情報の閲覧防止措置の体制整備の支援
　（１）ガイドライン策定等の体制整備の支援
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基本計画項目 該当施策 実施状況
平成21年度

予算額（千円）
平成22年度

予算額（千円）
担当

民間におけるイン
ターネット上の違
法・有害情報検出
技術の研究開発に
対する支援

国やその技術開発を担当する公的な研究機関が技術開発
の支援に取り組むにあたっては、可能な限り開発成果の
オープンな公開を図ること、民間との十分な意思疎通と情報
共有を図ること、インターネット上の表現の自由と民間事業
者の自主的な取組に配慮することなどが重要である。これら
の点に留意し、2009年度以降、必要な予算施策等を確保し
ながら、民間における違法・有害情報対策に資する研究開
発について適切に支援を行う。

独立行政法人情報通信研究機構において、ISP
やコンテンツ監視事業者が行う違法・有害情報
監視業務の効率化を支援するための検出技術
の研究開発を実施している。（研究開発期間：平
成21年度から23年度までの3年間）

独立行政法人
情報通信研究
機構運営費交

付金
（34,200,000千

円）の内数

独立行政法人
情報通信研究
機構運営費交

付金
（30,899,629千

円）の内数

総務

違法・有害情報を
特定・選別する業
務に従事する者へ
の精神的ケアのあ
り方等の情報共有
を推進

○インターネット上の有害情報対策の効率化
・有害情報を特定・選別作業を行うにあたって、必要なスキ
ルや精神的ケアのあり方を共有し、団体・利用者・ＮＰＯ等
が協力して、効率的にインターネット上の有害情報対策を行
うための取組を支援する。

インターネット上の有害情報対策従事者のスト
レス状況、及び今後の精神的ケア体制の整備
に向けて調査を実施。

265,535千円
の内数

419,726千円
の内数

経産

いわゆるレイティン
グの基準策定及び
その実施や、いわ
ゆるゾーニングを
推進する民間団体
等の取組を支援

インターネット上のコンテンツのセルフレイティングの普及を
図るため、周知啓発活動を効果的に行うことにより、セルフ
レイティングへの取組を行う者を確実に増やしていくことが
重要である。この周知啓発活動の一環として、第三者レイ
ティングを行う第三者機関、意欲ある企業や個人等のコンテ
ンツ発信者、多数の利用モニターの参画を得た実証プロ
ジェクトを実施することについて、関係府省庁と協力し、レイ
ティング基準の策定に関与することを避けながら、2009年度
以降、予算施策の活用も視野に入れ、支援する。

平成21年２月に設立された安心ネットづくり促進
協議会内のコンテンツレイティング作業部会に
おいて検討がなされており、必要な情報提供や
助言等の支援を行っている。
また、インターネット上のコンテンツレイティング
に関する調査研究を本年度中に実施する予定。

63,000千円 総務

○インターネット上の有害情報対策の効率化
・有害情報を特定・選別作業を行うにあたって、必要なスキ
ルや精神的ケアのあり方を共有し、団体・利用者・ＮＰＯ等
が協力して、効率的にインターネット上の有害情報対策を行
うための取組を支援する。

インターネット上の有害情報対策従事者のスト
レス状況、及び今後の精神的ケア体制の整備
に向けて調査を実施。

265,535千円
の内数

419,726千円
の内数

経産

○コンテンツの分類・格付け等に関する取組みの支援
フィルタリング利用者の利便性向上を図るため、コンテンツ
を選択するための分類・格付け基準について、参加型サイト
の急速な普及などインターネットサイトの多様化等を踏まえ
た見直し及び必要な改善等に向けた検討を支援する。

インターネット上の違法・有害なコンテンツに対
するレイティング基準（Safety Online3.1）の改
訂、及び書き込み可能なＣＧＭサイトの増加等
に対する関係者の取るべき対応を取りまとめた
「青少年の安全なインターネット利用環境の整
備を目指して関係者に望まれる取組みについて
～書き込み可能なＣＧＭサイト増加への対応
～」を策定・公表。

265,535千円
の内数

419,726千円
の内数

経産

　（２）効率的かつ円滑な活動支援のための支援

　（３）レイティング・ゾーニングの取組の支援
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基本計画項目 該当施策 実施状況
平成21年度

予算額（千円）
平成22年度

予算額（千円）
担当

ウェブサイト管理者
とコンテンツ掲載
者、フィルタリング
提供事業者等にお
ける、違法・有害情
報への対応に関す
るトラブルを解決す
る取組の支援に向
け、紛争の類型化
及び解決のあり方
を検討

ウェブサイト管理者とコンテンツ掲載者、フィルタリング提供
事業者等における、違法・有害情報への対応に関するトラブ
ルを解決する取組の支援に向け、紛争の類型化及び解決
のあり方を検討する。

違法・有害情報に関するトラブルについて、各国
消費者の意識、トラブル遭遇状況、ＡＤＲの認知
の状況等について調査を実施。

265,535千円
の内数

419,726千円
の内数

経産

○青少年のインターネットの適切な利用に関する活動を行う
民間団体等の支援
インターネットを利用して少年に対するサポート活動を行っ
ているサイバーボランティアに対する支援を行う。

警察では、必要に応じ、(社)全国少年警察ボラ
ンティア協会が行う「インターネット利用による少
年サポート活動」の効果的な推進について協力
している。　また、都道府県警察を通じ、サイ
バーボランティア活動に係る経費の補助等も
行っている。

3,111千円 3,111千円 警察

○青少年を取り巻く有害環境対策の推進（再掲）
青少年を取り巻く有害環境対策として、
・地域の実情に応じた取組を実施、これらの取組を総合的
に支援し、有害情報対策未実施地域へのモデルを示し、社
会全体での取組を推進する。

・地域のおける取組体制の構築、有害情報に関
する普及啓発、ネットパトロール等の地域の実
情に応じた取組を２５県で支援している。

214,059千円
159,603千円

の内数
文科

インターネットの利
用環境整備に向け
た活動を支援 産学の自主的な取組及び啓発活動を推進する組織として、

2008年度中の設立準備が進められている「安心ネットづく
り」促進協議会の取組を支援する

平成21年２月に設立された安心ネットづくり促進
協議会における、全国各地域での啓発活動（地
域事業）や利用環境整備に関する目標（自主憲
章）を共有する国民運動（全国事業）、ネットが
青少年に与える影響等の学術的調査・検証等
の活動に対し、必要な情報提供や助言等の支
援を行っている。

総務、
経産、
府

４．青少年のインターネット上の問題について相談等に対する支援

３．青少年有害情報の閲覧防止措置等に関する民事紛争の解決活動に対する支援

５．その他のインターネットの利用環境整備に向けた活動に対する支援

青少年に対して危
険性があるイン
ターネット上の情報
を、民間団体等が
発見するための活
動や、青少年等の
インターネットの利
用によりに生じたト
ラブルについて相
談等を行う民間団
体等の活動を支援

18



基本計画項目 該当施策 実施状況
平成21年度

予算額（千円）
平成22年度

予算額（千円）
担当

出会い系サイト上の禁止誘引行為、インターネット上の児童
ポルノ事犯等サイバー犯罪の取締りを推進

平成21年中のサイバー犯罪の検挙件数は6,690
件で前年より5.8%増加しており、そのうち、出会
い系サイト規制法違反は349件、わいせつ物及
び児童ポルノ事犯は647件となっている。

警察

サイバー犯罪の取締り体制を強化
各部門が横断的に連携の上、サイバー犯罪対
策プロジェクトを設置し、サイバー犯罪の効率的
な取締りに努めている。

警察

被疑者の検挙や被害の拡大防止に向けた事業者等との良
好な協力関係の構築を一層推進

警察庁においては、総合セキュリティ対策会議
等の機会を通じ、産業界等との連携の在り方を
協議している。都道府県警察においては、プロ
バイダ連絡協議会等の機会を通じ、事業者等と
の良好な関係構築を図っている。

警察

サイバー犯罪を犯
した者に対する厳
正な科刑を実現

サイバー犯罪を犯した者に対する厳正な科刑を実現
検察当局において，この種犯罪への検察官等
の知識教養の習得向上に努め，厳正な捜査及
び処理を行っている。

法務

インターネット・ホッ
トラインセンターを
通じた、インター
ネット上の違法情
報・有害情報の削
除依頼を推進

インターネット上に違法情報、有害情報が多数存在している
ことから、インターネット・ホットラインセンターを通じた、イン
ターネット上の違法情報・有害情報の削除依頼を推進する。

平成21年中にインターネット・ホットラインセン
ターが受理した通報件数は130,586件であり、分
析の結果27,751件を違法情報、6,217件を有害
情報と判断した。そのうち、違法情報は16,496件
をサイト管理者等に削除依頼し、うち14,518件が
削除され、有害情報は1,971件を同じく削除依頼
し、うち1,546件が削除されており、違法情報、有
害情報の削除依頼に努めている。

159,926千円 154,879千円 警察

サイバーパトロー
ル業務の民間委託
を推進 出会い系サイトや会員制サイト等における違法情報の把握

を強化するために、サイバーパトロール業務の民間委託を
推進する。

平成20年10月から、出会い系サイト、登録制サ
イトをパトロールし、違法情報をインターネット・
ホットラインセンターに通報する業務を民間委託
している。平成21年中は、サイバーパトロールか
らインターネット・ホットラインセンターへ10,858件
の通報を行った。

39,840千円 38,517千円 警察

１．サイバー犯罪の取締り等の推進
第５　その他青少年が安全に安心してインターネットを利用できるようにするための施策に関する重要事項

サイバー犯罪の取
締りを推進するとと
もに、これに必要
な取締り体制を強
化

　（１）取締り推進及び体制強化

２．違法・有害情報の削除等の対応依頼の推進
　（１）インターネット・ホットラインセンターを通じた削除等の対応依頼推進
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基本計画項目 該当施策 実施状況
平成21年度

予算額（千円）
平成22年度

予算額（千円）
担当

平成2１年度中に、関係事業者、児童ポルノの流通防止に
取り組む民間団体、学識経験者等からなる「児童ポルノ流
通防止対策推進協議会（仮称）」が設立された場合、同協議
会の活動に協力する。

平成21年６月、「児童ポルノ流通防止協議会」が
発足し、児童ポルノの掲載アドレスや児童ポル
ノ画像の識別情報のリストを作成し、児童ポルノ
の流通防止対策を行う事業者等にこれらの提
供等を行う「児童ポルノ掲載アドレスリスト作成
管理団体」の立ち上げに関する検討等が行わ
れ、警察庁は同協議会の活動に協力してきた。
平成22年３月、児童ポルノ掲載アドレスリスト作
成管理団体の運用ガイドライン及びブロッキン
グに関する報告書が取りまとめられた。

警察

2009年度中に、民間における産学連携の組織に、児童ポル
ノ情報対策を進める枠組みが設けられた場合、必要な調査
を進めながら、例えば、実証事業の着手などについて、関係
府省庁とともに協力する。

平成21年２月に設立された安心ネットづくり促進
協議会等において、児童ポルノ対策に関するガ
イドライン策定の当否を含んだ検討についてオ
ブザーバとして参加している。

総務

「安心ネットづくり促進協議会」や「児童ポルノ流通防止協議
会」等、民間における取組を、関係府省庁とともに支援す
る。

安心ネットづくり促進協議会、児童ポルノ流通防
止協議会における検討事項について、参画・支
援を実施。

経産

名誉毀損等の被害
者である青少年等
からの相談への対
応

名誉毀損等の被害を受けた青少年等が相談しやすいよう、
引き続き、専用相談電話「子どもの人権110番」による相談
の受付 、全国の小中学生への「子どもの人権SOS ミニレ
ター（便せん兼封筒）」の配布、インターネットによる相談の
受付（SOS-e メール）などの対策を推進

継続して実施している。 109,998千円 121,416千円 法務

人権擁護の観点か
らのインターネット
の適正な利用に関
する啓発活動の推
進

学校の総合的な学習の時間などを利用して人権擁護委員
が人権の大切さを子どもたちと考える「人権教室」や、「人権
啓発活動ネットワーク協議会」が実施する各種啓発事業等
を通じて、インターネットの適正な利用についての啓発活動
を推進する。

継続して実施している。
また、特に悪質な書き込み及び児童ポルノ画像
流出の温床となりやすいブログサイトの利用者
を対象に，人権に関する正しい理解を深めると
ともに，相談先や救済手続を案内することを目
的としたバナー広告を掲載している。

法務

　（２）事業者や民間団体の効果的な閲覧防止策の検討支援
インターネット上の
児童ポルノについ
て、事業者及び民
間団体における効
果的な閲覧防止策
の検討を支援

３．青少年への名誉毀損・プライバシー侵害等への対策の推進
　（１）青少年等からの相談等への対応

20



基本計画項目 該当施策 実施状況
平成21年度

予算額（千円）
平成22年度

予算額（千円）
担当

プロバイダ等に対
し当該情報の削除
を要請する取組等
を推進

名誉毀損、プライバシー侵害等の情報に関する相談につい
ては、プロバイダ等に対する発信者情報の開示請求や当該
情報の削除依頼の方法について助言するほか、人権侵害
情報による被害の回復を被害者自ら図ることが困難な場合
は、表現の自由に配慮しつつ、「プロバイダ責任制限法 名
誉毀損・プライバシー関係ガイドライン」に基づき、法務省の
人権擁護機関がプロバイダ等に対し当該情報の削除を要
請

継続して実施している。 法務

特定電子メール法
及び特定商取引法
に基づく規制の執
行を着実に進める ２００８年に「特定電子メールの送信の適正化等に関する法

律（特定電子メール法）」及び「特定商取引に関する法律（特
定商取引法）」を改正し、特定電子メール及び迷惑広告メー
ルに対するオプトイン規制を導入し、罰則の強化を図るな
ど、法の実効性強化に取組んだところ。同改正法に基づく執
行を着実に進める。

平成20年12月１日の改正特定商取引法及び改
正特定電子メール法の施行後に、特定商取引
法に基づき４件、特定電子メール法に基づき６
件の行政処分を行った。

特定電子メール
法の執行分：

178,854千円の
内数（総務）

特定商取引法に
おける迷惑メー

ル対策予算：
130,054千円の内
数（経済産業省）

特定電子メール
法の執行分：

178,807千円の
内数（総務）

特定商取引法に
おける迷惑メー

ル対策予算：
197,255千円の内

数（消費者庁）

総務、
消費者
庁、経
産

事業者等の技術的
対策の促進等の総
合的な対策を実施

迷惑メール対策を行う民間部門とも連携の上、迷惑メール
対策推進協議会の活動を通じ、迷惑メール対策に係る最新
情報の共有、対応方策の検討、対外的な情報提供等を進
める。

迷惑メール対策推進協議会において、平成21
年10月に、「迷惑メール対策ハンドブック」を作
成し、公表した。また、同協議会の下に送信ドメ
イン認証技術WGを設置し、今後は送信ドメイン
認証技術の普及を図っていく。

178,854千円
の内数

135,678千円 総務

執行面での国際的
な連携を図る

海外から発信される迷惑メールへの対策強化が図られた特
定電子メール法の2008年改正も踏まえ、多国間・二国間の
場を用いることにより、各国との間で迷惑メール対策に関す
る情報交換を行い、必要に応じ、外国執行当局に対し迷惑
メール対策法制の遂行に資する情報を提供するなど執行面
での連携を図る。

国際会議の場などで、日本の迷惑メール対策の
取り組みについて紹介するとともに、多国間・二
国間の場での迷惑メール対策に関する情報交
換を行っている。また、外国執行当局に対し、迷
惑メール対策法制の遂行に資する情報を提供
している。

総務

４．迷惑メール対策の推進

　（２）名誉毀損・プライバシー侵害対応の支援

　（１）法に基づく取締りその他の総合的な対策実施

　（２）国際連携の実施
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基本計画項目 該当施策 実施状況
平成21年度

予算額（千円）
平成22年度

予算額（千円）
担当

チェーンメールにつ
いての周知啓発を
実施

多くの青少年が受け取っているチェーンメールについては、
迷惑メール相談センターを通じ、対処方法の周知啓発を実
施

「チェーンメール対策パンフレット」の配布等、迷
惑メール相談センターを通じた周知啓蒙を実
施。

総務

有害情報の青少年
等にもたらす社会
的影響の産学連携
した調査などを支
援

2008年度中に、関係府省庁や民間における産学連携組織
と協力し、調査の実際の在り方について検討を開始し、2009
年度から、関係者と役割分担の上、継続的な調査に取り組
み、その結果を適宜公表する。

青少年による携帯電話等の安全で安心な利用
に関する調査、子どもの視点を踏まえたＩＣＴリテ
ラシー教育のあり方に関する調査など、現在継
続的な調査に取り組んでいる。

33,745千円
の内数

29,349千円
の内数

総務

青少年有害情報に
関連する施策を推
進している諸外国
の現状や取組等に
ついて調査研究を
実施

平成22年度に、青少年インターネット環境整備法及び同法
に基づく基本計画の見直しの検討に必要なデータを収集す
るため、諸外国におけるインターネット上の違法・有害情報
の現状、関連の法制度、民間による自主的取組等について
調査を実施する。

平成22年度において、諸外国における青少年
のインターネット環境整備状況等調査を実施予
定。

15,360千円
府
（総務、
経産）

５．国内外における調査
　（１）有害情報の社会的影響の調査研究の実施

　（２）諸外国の取組の調査

　（３）チェーンメール対策の周知啓発
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基本計画項目 該当施策 実施状況
平成21年度

予算額（千円）
平成22年度

予算額（千円）
担当

基本計画に基づく
施策を総合的かつ
効果的に推進する
ため、インターネッ
ト青少年有害情報
対策・環境整備推
進会議を中心とし
て、内閣総理大臣
のリーダーシップ
の下に関係行政機
関及びＩＴ安心会議
等の相互の緊密な
連携・協力を図る

「IT安心会議」の実施による関係省庁の連携強化

インターネット上の違法・有害情報に起因する社
会問題が発生した場合等に備え、随時迅速か
つ的確な対応を可能とする体制を確保してい
る。

官房
（ＩＴ）

官民の関係セクターを横断する情報共有・連絡体制の確立
のための 「違法・有害情報対策官民実務家ラウンドテーブ
ル」の活用

インターネット上の違法・有害情報に起因する問
題に対し、ラウンドテーブル連絡網を活用し、官
民横断的な実務家間での情報共有を随時実
施。

官房
（ＩＴ）

○青少年を取り巻く有害環境対策の推進
青少年を取り巻く有害環境対策として、
・全国規模の学校関係団体やＰＴＡ、通信関係団体など関係
業界・団体の連携強化を目的とした「ネット安全安心全国推
進会議」の開催

・関係業界・団体の連携を強化する「ネット安全
安心全国推進会議」を平成22年2月16日開催
し、同会議の取組の一環である「ネット安全安心
全国推進フォーラム」を平成22年3月6日に開催
した。

214,059千円
の内数

159,603千円
の内数

文科

○都道府県・指定都市青少年行政主管課長等会議を通じた
地方公共団体への必要な情報提供

平成21年度については、７月10日に開催し、青
少年インターネット環境整備基本計画の概要を
はじめとする青少年関係施策について質疑等を
行い、情報共有を図った。

府

「違法・有害情報対
策官民実務家ラウ
ンドテーブル」など
官民の関係セク
ターを横断する枠
組を活用して、速
やかに情報共有
し、効果的な対応
についての検討を
継続的に行うととも
に、「ネット安全安
心全国推進会議」
などを開催し、学
校関係団体・ＰＴＡ・
通信関係団体につ
いて連携を図る

1．国における推進体制
第６　推進体制等

２．地方公共団体、事業者及び民間団体との連携体制の活用
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基本計画項目 該当施策 実施状況
平成21年度

予算額（千円）
平成22年度

予算額（千円）
担当

G８ローマ／リヨングループハイテク犯罪サブグループ、
ICPO等の各種国際会議等を通じて、我が国における違法・
有害情報対策について情報発信を行うとともに、各国の取
組みに関する情報交換を進める。

平成21年11月及び平成22年２月に開催された
G8ローマ／リヨングループハイテク犯罪サブグ
ループ並びに平成22年２月に開催されICPOア
ジア南太平洋IT犯罪作業部会において、サイ
バー犯罪の取締り状況等に関する情報発信を
行うとともに、各国と情報交換を実施。

警察

2009年から、関係府省庁と連携・協力し、様々な国際会議
やシンポジウム等の場を通じて、我が国の違法・有害情報
対策を紹介し、各国の自主規制やリテラシー施策に関する
情報交換を進める。また、国際的なルールづくりとして、ＩＴＵ
（国際電気通信連合）やＯＥＣＤ（経済協力開発機構）等の国
際機関において、最高意思決定機関である理事会が加盟
国に対して行う勧告等を活用することを視野に、青少年イン
ターネット環境整備法や民間の自主的取組などについて国
際的に連携できる環境作りをめざし、日本主導の働きかけ
を行うことを検討する。

平成21年６月、総務省とＩＴＵの共催により、「安
心・安全なインターネット環境整備に関する戦略
対話」が開催され、「東京声明」がとりまとめられ
た。
また、OECDが青少年保護に関する国際連携の
動きを主導しており、ＩＣＣＰ／ＷＰＩＳＰ（情報セ
キュリティ・プライバシー作業部会）において理
事会勧告化に向けた検討を開始。ＡＰＥＣ（アジ
ア太平洋経済協力）においても、本年４月に青
少年保護に関するＯＥＣＤとの合同シンポジウ
ムを開催し、明年我が国で開催される閣僚会合
でもこの分野に関する議論が行われる予定であ
り、これらの動きを関係省庁が協力して支援して
いく。

265,535千円
の内数

419,726千円
の内数

総務・経
産

各種国際会議等への参加等を通じて、各国との情報交換を
進める。

平成21年10月及び平成22年３月に開催された
OECD 情報セキュリティとプライバシー作業部会
（パリ）並びに平成21年12月に開催されたＯＥＣ
Ｄ電子商取引に係る消費者保護政策に関する
会議（ワシントンDC）に出席した。
また、欧州委員会 Unit eContent and Safer
Internet(ルクセンブルク)、独インターネット産業
協会（ケルン）、独マルチメディアサービスプロバ
イダ自主規制協会（ベルリン）及びカリフォルニ
ア州情報セキュリティ・個人情報保護オフィス
（オンライン上の青少年保護担当部局）と意見交
換を行った。

府

国際的な機関や関
係国間の会議等に
参画し、日本の取
組について積極的
に情報発信すると
ともに、各国の取
組に関する情報交
換を進める

３．国際的な連携の促進
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基本計画項目 該当施策 実施状況
平成21年度

予算額（千円）
平成22年度

予算額（千円）
担当

民間の取組につい
ても国際的な連携
を目指した取組を
検討する

2009年から、関係府省庁と連携・協力し、様々な国際会議
やシンポジウム等の場を通じて、我が国の違法・有害情報
対策を紹介し、各国の自主規制やリテラシー施策に関する
情報交換を進める。また、国際的なルールづくりとして、ＩＴＵ
（国際電気通信連合）やＯＥＣＤ（経済協力開発機構）等の国
際機関において、最高意思決定機関である理事会が加盟
国に対して行う勧告等を活用することを視野に、青少年イン
ターネット環境整備法や民間の自主的取組などについて国
際的に連携できる環境作りをめざし、日本主導の働きかけ
を行うことを検討する。（再掲）

平成21年６月、総務省とＩＴＵの共催により、「安
心・安全なインターネット環境整備に関する戦略
対話」が開催され、「東京声明」がとりまとめられ
た。
また、OECDが青少年保護に関する国際連携の
動きを主導しており、ＩＣＣＰ／ＷＰＩＳＰ（情報セ
キュリティ・プライバシー作業部会）において理
事会勧告化に向けた検討を開始。ＡＰＥＣ（アジ
ア太平洋経済協力）においても、本年４月に青
少年保護に関するＯＥＣＤとの合同シンポジウ
ムを開催し、明年我が国で開催される閣僚会合
でもこの分野に関する議論が行われる予定であ
り、これらの動きを関係省庁が協力して支援して
いく。

265,535千円
の内数

419,726千円
の内数

総務・経
産

４．基本計画の見直し
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